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１ 件 名  河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業

２ 履 行 場 所  鹿児島市犬迫町 1326 番 １ ほか

３ 期 間                                                                 

                                                                            

４ 契 約 金 額 ￥                             

           うち取引に係る消費税及び地方消費税の額

           ￥                            

５ 契 約 保 証 金 「鹿児島市契約規則第 26 条第９号の規定により免除」    

上記の委託について、発注者と受注者は、令和●年●月●日付けで締結した基本契約（第２条

に定義する。）に従い各々対等の立場における合意に基づいて、次の条項により契約を締結し、

信義に従って誠実にこれを履行するものとする。

また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、共同企業体協定書によりこの

契約書記載の委託業務を共同連帯して請け負う。

この契約の証として本書２通を作成し、当事者それぞれ記名押印の上、各自１通を保有する。

ただし、この契約を電子契約にて締結する場合においては、この契約の証として契約内容を記

録した電磁的記録を作成し、発注者及び受注者の合意の後電子署名を行い、各自その電磁的記録

を保管する。また、電子署名を行った日にかかわらず、この契約書に記載された契約締結日より

効力を有するものとする。

令和   年   月   日

    発 注 者  住    所 鹿児島市鴨池新町１番 10 号

           氏    名 鹿児島市

水道事業及び公共下水道事業管理者

                  水道局長                  印

    受 注 者  

（代表構成員）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

印  紙

令和 年  月  日から

令和 年  月 日まで



（構成員）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成員）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成員）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成員）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成員）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号

（構成員）

住    所

           商号又は名称

           代 表 者 氏 名                       印

           適格請求書発行事業者登録番号
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（目的）

第１条 この契約は、基本契約（第２条に定義する。）に基づき、発注者が実施する河頭浄水場（甲

系統の浄水施設）更新事業（以下「本事業」という。）に係る維持管理業務委託契約を締結し、発

注者と受注者が相互に協力し、維持管理対象施設（第２条に定義する。）を適正かつ円滑に維持管

理するために必要な事項を定めることを目的とする。

（定義）

第２条 この契約における用語の定義は、本文（別紙を含む。以下同じ。）中に定義される用語を除

き、次の定義に従う。また、この条及び本文中に定義されない用語で募集要項等に定義される用

語は、募集要項等の例による。

（１）「この契約」とは、この契約書（頭書部分及び別紙を含む。以下同じ。）、募集要項等及び提

案書を内容とする契約をいう。

（２)「基本契約」とは、発注者と受注者を含み構成される企業グループが令和●年●月●日付け

で締結した河頭浄水場（甲系統の浄水施設）更新事業基本契約をいう。

（３)「募集要項等」とは、発注者が本事業の事業者募集のための公募に関して令和８年２月５日

付けで公表した募集要項、要求水準書、モニタリング基本計画、優先交渉権者選定基準、

提出書類作成要領及び様式集並びにそれらに関する質問回答書（技術的対話における回答

並びにプレゼンテーション及びヒアリングでの質問回答を含む。）をいい、事業契約により

変更された場合は変更後のものをいう。

（４)「要求水準書」とは、発注者が公表した要求水準書及びこれに対する質問回答書をいう。

（５）「提案書」とは、受注者を含み構成される企業グループが令和●年●月●日付けで発注者に

提出した本事業に係る提案書類一式及び当該提案書の説明又は補足として受注者を含み構

成される企業グループがこの契約の締結日までに発注者に提出したその他一切の文書をい

う。

（６）「維持管理対象施設」とは、募集要項等に規定する更新用地及び連絡用通路内の整備対象施

設をいう。

（７)「整備対象施設」とは、本事業に係る設計及び建設工事請負契約に基づき整備される施設、設

備及び備品等のすべてをいう。

（８）「サービス対価」とは、発注者が、受注者の委託業務の履行に対して支払うべき対価をい

う。

（９）「成果品」とは、維持管理業務に係る各業務報告書、日報、月報、年報、写真帳及びその他

必要な報告書類をいう。

（10）「成果物」とは、本事業の設計業務及び建設工事に係る設計成果物及び工事目的物をいう。

（11）「設計成果物」とは、本事業の設計業務による基本設計と詳細設計の一切の報告書（設計書、

図面、各種検討書、各種計算書、調査報告、写真や資料等）をいう。

（12）「工事目的物」とは、本事業の建設工事による目的物をいう。

（総則）

第３条 受注者は、この契約書及び基本契約に基づき、募集要項等及び提案書に従い、日本国の法

令を遵守し、サービス対価をもって、頭書の期間（以下「履行期間」という。）内に、この契約書

及び募集要項等に記載の維持管理業務（以下「委託業務」という。）を履行し、発注者は、そのサ
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ービス対価を支払うものとする。

２ 前項の募集要項等及び提案書に明示されていない事項については、発注者と受注者とが協議し

て定める。

３ 受注者が共同企業体を結成している場合においては、発注者は、この契約に基づくすべての行

為を共同企業体の代表構成員に対して行うものとし、発注者が当該代表構成員に対して行ったこ

の契約に基づくすべての行為は、当該企業体のすべての構成員に対して行ったものとみなす。ま

た、受注者は発注者に対して行うこの契約に基づくすべての行為について当該代表構成員を通じ

て行わなければならない。

４ この契約書、基本契約書、募集要項等及び提案書の内容に矛盾又は齟齬がある場合は、この契

約書、基本契約書、募集要項等、提案書の順に優先して適用されるものとする。ただし、募集要

項等と提案書の内容に差異がある場合は、提案書に記載された提案内容が募集要項等に記載され

た要求水準を上回るときに限り、提案書が募集要項等に優先して適用されるものとする。

５ この契約書に定める催告、請求、通知、報告、承諾、合意及び解除は、書面又は当事者が合意

する方法により行わなければならない。

（契約保証金）

第４条 この契約に要する契約保証金については免除する。

（権利義務の譲渡等）

第５条 受注者は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはな

らない。ただし、発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。

２ この契約の成果品について、その著作権はすべて発注者に帰属し、発注者の都合によってその

内容を変更することができる。

（再委託の禁止）

第６条 受注者は、委託業務の全部又は大部分を一括して他に委託してはならない。ただし、発注

者の承諾を得た場合は、この限りでない。

（統括責任者及び業務担当者の選任）

第７条 受注者は、業務開始前までに、維持管理業務の全体を総合的に把握し調整を行う統括責任

者を定め、あらかじめ発注者に通知しなければならない。

２ 受注者は、各保守点検業務開始前までに、各保守点検業務の遂行に関して協議するための業務

担当者を定め、あらかじめ発注者に通知しなければならない。

３ 統括責任者及び業務担当者は、これを兼ねることができる。

４ 受注者は、履行期間の途中で統括責任者及び業務担当者を変更する場合、あらかじめ発注者に

通知しなければならない。

（従事者）

第８条 受注者は、各保守点検業務開始前までに、前条に定める統括責任者及び業務担当者を除く、

各保守点検業務の遂行に必要な従事者（以下「従事者」という。）を配置し、発注者に通知しなけ

ればならない。
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２ 受注者は、履行期間の途中で従事者を変更する場合、あらかじめ発注者に通知しなければなら

ない。

（委託業務の調査等）

第９条 発注者は、必要と認めるときは、受注者に対し、委託業務の処理状況につき調査し、又は

報告を求めることができる。

（委託業務の内容変更等）

第１０条 発注者は、必要と認めるときは、委託業務の変更内容を受注者に通知して、委託業務の

内容を変更し、又は委託業務を一時中止することができる。この場合において、発注者は、サー

ビス対価又は履行期間を変更する必要があるときは、受注者と協議の上、合意により定め、結果

を受注者へ通知する。

２  前項の場合において、受注者が損害を受けたときは、発注者は、その損害を賠償しなければな

らない。

（施設等の使用）

第１１条 発注者は、河頭浄水場（甲系統の浄水施設）の施設及び器具（以下「施設等」という。）、

その他受注者が合理的に要求するもののうち、受注者が委託業務の遂行上必要なものについて無

償で使用させるものとする。

（支給材料及び貸与品）

第１２条 委託業務の実施に際し、第 11 条の規定により、発注者が受注者に無償で貸与する物品

（以下「貸与品」という。）は、別に定めるところによる。

２ 受注者は、貸与品の引渡しを受けたときは、当該引渡しの日から７日以内に、発注者に借用書

を提出しなければならない。

３ 受注者は、貸与品の引渡しを受けた後、当該貸与品に不具合等があり使用に適当でないと認め

たときは、その旨を直ちに発注者に通知しなければならない。

４ 発注者は、受注者から前項の通知を受けた場合は、その取扱いを受注者と協議し、必要な措置

を執るものとする。

５ 受注者は、貸与品を善良なる管理者の注意をもって管理するものとし、故意又は過失により貸

与品を破損したときは、当該破損により発注者に生じた損害を賠償するものとする。

６ 受注者は、業務の終了、募集要項等の変更等によって不用となった貸与品を速やかに発注者に

返還しなければならない｡

（ユーティリティー等の調達）

第１３条 発注者は、委託業務の実施に必要な光熱水費（電気、ガス、水道等）、通信回線費（施設

内の内線電話及び水道標準 PF の利用料における発注者負担分に限る。）、動力費、作業用水費を

負担する。

２ 受注者は、前項に規定するもの以外で、委託業務の履行期間において必要となる事務用品、燃

料、通信及びその他の用役を、自己の責任と費用により、調達・管理しなければならない。
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（契約履行上の注意）

第１４条 受注者は、委託業務の公共的使命の重大性を認識し、委託業務の履行にあたっては、特

に次の事項を遵守しなければならない。

（１） 安全な水の供給のため、誠意をもって発注者に協力すること。

（２） 施設等の安全操作・維持管理にあたっては、水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138

号）、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）その他関係法令の遵守に努めること。

（３） 統括責任者、業務担当者及び従事者の労務管理、安全教育、業務訓練及び作業環境の安

全衛生管理を確実に実施し、労働災害等の事故や地元住民の誤解を招くことがないよう留

意すること。

（４） 夜間休日等の時間外に対応できる体制を確保しておくこと。

（責任）

第１５条 受注者がこの契約に基づいて行う業務上の行為は、すべて受注者の責任とする。統括責

任者、業務担当者及び従事者が業務上傷病を負い、又は死亡した場合も同様とする。

（モニタリング）

第１６条 発注者及び受注者は、委託業務の実施にあたり、募集要項等に従い、モニタリング基本

計画及び今後策定するモニタリング実施計画に基づき、委託業務のモニタリングを実施するもの

とする。

２ 発注者は前項により要求水準又は提案内容の未達を確認したときは、第 18 条、第 19 条、第 20

条及び第 22 条に従う措置を執るものとし、受注者はその措置に従うものとする。

（業務の報告及び検査）

第１７条 受注者は、委託業務の開始後において翌月 10 日までに、当月に履行した委託業務に係

る報告書を発注者に提出し、発注者の承認を受けなければならない。ただし、月の中途において

この契約を解除した場合にあっては、この契約解除の日の翌日から起算して 10 日以内に提出し

なければならない。

２ 受注者は、当該年度に履行した委託業務に係る年間業務報告書及び業務完了時に業務完了報告

書を発注者に提出し、発注者の承認を受けなければならない。

３ 発注者は、第１項及び前項の規定による報告書を受領したときは、報告内容を確認するための

検査を実施し、結果を受注者に通知する。

４ 前項によるほか、発注者は、必要と認めたときは、受注者に対して事前に通知することなく、

現地調査により、委託業務の実施状況を検査することができる。

５ 前項の場合において、受注者は、業務の実施状況を説明し、又は書類を提出するなど発注者に

協力する。

（改善要求措置）

第１８条 第 16 条の規定によるモニタリングの結果、募集要項等及び提案書に定める水準を満足

していないと発注者が合理的に判断する事象が発生した場合には、発注者は受注者に対し、当該

未達部分を明らかにし、是正勧告を行うものとする。

２ 受注者は、前項の勧告を受けたときには、是正勧告を受領した日から 10 日以内に、改善方法
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及び期日等の是正計画を定めた是正計画書を発注者に提出するとともに、その実施状況を報告す

る。

３ 発注者は、前項の是正計画書の内容が不十分であると認めるときは、受注者に対して、理由を

明らかにしたうえで、当該是正計画書の修正を求めることができる。

（是正計画書の変更）

第１９条 前条の是正計画の実施状況を確認した結果、期日までに是正がなされなかったときは、

発注者は受注者に対して、当該是正計画書を変更し、又は再提出するよう通告する。

２ 前条第２項及び第３項の規定は、是正計画書の変更及び再提出の場合に準用する。

（統括責任者等の交代要求）

第２０条 前条に基づき変更又は再提出した是正計画書（以下「再度の是正計画書」という。）に定

める期日までに、募集要項等及び提案書に定める水準の未達が是正されないときには、発注者は

受注者に対し、第７条に規定する統括責任者、業務担当者及び第８条に規定する従事者の交代を

要求することができる。

（サービス対価の支払）

第２１条 受注者は、第 17 条の規定による承認を受けたときは、当月に履行した委託業務に係る

サービス対価の額の支払請求書を速やかに発注者に提出しなければならない。支払額の算定は、

別紙２により行う。

２ 時間外勤務に係るサービス対価については、別途で発注者と受注者が別紙１の様式及び内容を

決定するものとする。

３ 発注者は、第１項の請求を正当なものと認め、これを受理した場合、受理した日から 30 日以

内に、当該請求金額を受注者に支払うものとする。

（サービス対価の支払停止）

第２２条 再度の是正計画書に定める期日までに募集要項等及び提案書に定める水準の未達が是

正されないときは、発注者は受注者に対し、事前に通知したうえで、その是正が完了するまでの

間、サービス対価の支払を停止することができる。

２ 前項の支払停止を行う場合には、発注者は受注者に対し、弁明の機会を与えなければならない。

３ 募集要項等及び提案書に定める水準の未達が是正されたときは、発注者は、第１項に基づき支

払を停止していたサービス対価を、速やかに受注者に支払うものとする。この場合、支払を停止

していた期間に係る利息は一切付さないものとする。

（契約不適合責任）

第２３条 発注者は、委託業務が完成又は完了し検査に合格した後、業務内容に種類又は品質に関

してこの契約の内容に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）があったときは、その契約

不適合の修補又は代替物の引渡しによる履行の追完を請求することができる。ただし、その履行

の追完に過分の費用を要するときは、発注者は履行の追完を請求することができない。

２ 前項の場合において、受注者は、発注者に不相当な負担を課するものでないときは、発注者が

請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。
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３ 第１項の場合において、発注者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履

行の追完がないときは、発注者は、その不適合の程度に応じてサービス対価の減額を請求するこ

とができる。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちにサー

ビス対価の減額を請求することができる。

（１） 履行の追完が不能であるとき。

（２） 受注者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。

（３） 委託業務若しくは成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期

間内に履行しなければこの契約の目的を達することができない場合において、受注者が履

行の追完をしないでその時期を経過したとき。

（４） 前３号に掲げる場合のほか、発注者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受

ける見込みがないことが明らかであるとき。

４ 発注者は、第 16 条の規定によるモニタリングにおいて通常発見し得ない不完全履行で、検査

に合格した後、履行期間内又は履行期間満了後１年以内に発見されたものについては、受注者に

対して相当の期間を定めて完全な履行を請求し、又は履行に代え若しくは履行とともに損害の賠

償を請求することができる。

（賃金又は物価の変動に基づくサービス対価の変更）

第２４条 発注者又は受注者は、履行期間内でこの契約締結の日から 12 月を経過した後に日本国

内における賃金水準又は物価水準の変動によりサービス対価が不適当となったと認めたときは、

相手方に対してサービス対価の変更を請求することができる。なお、提案時の費用の積算の前提

となる指標は令和７年 10 月１日時点のものを参照するものとし、初回のサービス対価の変更に

当たっては、その時点を起点とする。再度サービス対価の変更を行う場合は、前回改定時に用い

た指数を参照するものとする。賃金又は物価の変動の確認方法については、別紙２による。

２ 発注者又は受注者は、前項の規定による請求があったときは、変動前残サービス対価（契約金

額から当該請求時の既履行分のサービス対価を控除した額をいう。以下この条において同じ。）

と変動後残サービス対価（変動後の賃金又は物価を基礎として算出した変動前サービス対価に相

応する額をいう。以下この条において同じ。）との差額のうち変動前残サービス対価の 1000 分の

15 を超える額につき、サービス対価の変更に応じなければならない。

３ 変動前残サービス対価及び変動後残サービス対価は、請求のあった日を基準とし、物価指数等

に基づき発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整

わない場合にあっては、発注者が定め、受注者に通知する。

４ 第１項の規定による請求は、この条の規定によりサービス対価の変更を行った後再度行うこと

ができる。この場合において、同項中「この契約締結の日」とあるのは、「直前のこの条に基づく

サービス対価変更の基準とした日」とするものとする。

５ 特別な要因により履行期間内に主要な使用材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、

サービス対価が不適当となったときは、発注者又は受注者は、前各項の規定によるほか、サービ

ス対価の変更を請求することができる。

６ 予期することのできない特別の事情により、履行期間内に日本国内において急激なインフレー

ション又はデフレーションを生じ、サービス対価が著しく不適当となったときは、発注者又は受

注者は、前各項の規定にかかわらず、サービス対価の変更を請求することができる。

７ 前２項の場合において、サービス対価の変更額については、発注者と受注者とが協議して定め
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る。ただし、協議開始の日から 14 日以内に協議が整わない場合にあっては、発注者が定め、受注

者に通知する。

８ 第３項及び前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通

知しなければならない。ただし、発注者が第１項、第５項又は第６項の請求を行った日又は受け

た日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注

者に通知することができる。

（履行遅滞の場合における損害金等）

第２５条 発注者は、受注者の責めに帰する理由により募集要項等及び提案書に定める各期間内に

委託業務を完了することができない場合において、募集要項等及び提案書に定める各期間経過後

相当の期間内に委託業務を完了する見込があると認めたときは、受注者から損害金を徴収して募

集要項等及び提案書に定める各期間を延長することができる。

２ 前項の損害金の額は、サービス対価に対して、延長日数に応じ、当該契約（変更契約を除く。）

の締結の日における政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条

第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率（以下「支払遅延防止法の率」という。）を乗じて得

た額とする。

３ 発注者の責めに帰する理由により第 21 条の規定によるサービス対価の支払が遅れた場合にお

いては、受注者は、発注者に対してこの契約の締結の日における支払遅延防止法の率を乗じて得

た額の遅延利息の支払いを請求することができる。

（発注者の催告による解除権）

第２６条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行

の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。

（１） 正当な理由がなく、委託業務に着手すべき期日を経過しても履行に着手しないとき。

（２） 受注者又は受注者の代理人若しくは使用人が、正当な理由がなく、発注者の監督又は検

査の実施に当たり発注者の職員の指示に従わないとき又はその職務の執行を妨害したと

き。

（３） 受注者の責めに帰すべき理由により募集要項等及び提案書に定める各期間内に履行する

こととされている各業務を履行しないとき、又は履行する見込みがないと認められると

き。

（４） 正当な理由がなく、第 23 条第１項の履行の追完がなされないとき。

（５） 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。

（発注者の催告によらない解除権）

第２７条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する

ことができる。

（１） 第３条第１項の規定に関して重大な違反をしたとき。

（２） 債務の全部の履行が不能であるとき。

（３） 受注者がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。

（４） 債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思

を明確に表示した場合において、残存する部分のみではこの契約を締結した目的を達する
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ことができないとき。

（５） この契約の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行をし

なければこの契約の目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないで

その時期を経過したとき。

（６） 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をし

てもこの契約の目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであると

き。

（７） 受注者又は受注者の代理人若しくは使用人が、この契約の締結又は履行について不正な

行為をしたとき。

（８） 受注者が地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項の規定に該当

することが判明したとき。

（９） 第 29 条又は第 30 条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。

（10） 受注者が、鹿児島市物品購入等入札参加資格審査要綱（昭和 62 年 12 月１日制定）又は

鹿児島市水道局業務委託等入札参加資格審査要綱（平成９年１月 29 日制定）に基づく入札

参加資格を喪失したとき。

（11） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下

「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同

じ。）又は暴力団員（暴力団対策法同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この条にお

いて同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる者にサービス対価に係る債権を譲

渡したとき。

（12） 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号に

おいて同じ。）が次のいずれかに該当するとき。

ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又

はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）

が暴力団員であると認められるとき。

イ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる

とき。

カ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当すること

を知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。

キ 受注者が、アからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方とし

ていた場合（カに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求

め、受注者がこれに従わなかったとき。

ク 本事業に関して、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年

法律第 54 号。以下「独占禁止法」という。）の規定に違反し、又は受注者を構成員とする同

法第２条第２項の事業者団体が独占禁止法の規定に違反したとして、同法第７条第１項若し

くは同法同条第２項（同法第８条の２第２項及び同法第 20 条第２項において準用する場合
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を含む。）、同法第８条の２第１項若しくは同法同条第３項、同法第 17 条の２又は同法第 20

条第１項の規定による排除措置命令を受け、当該排除措置命令が確定したとき（当該排除措

置命令が、事業者団体に対して行われたときは、事業者団体に対する命令で確定したものを

いい、事業者団体ではなく構成員に対して行われたときは、各名宛人に対する命令全てが確

定した場合における当該命令をいう。）。

ケ 本事業に関して、受注者が、独占禁止法規定に違反し、又は受注者を構成員とする事業者

団体が独占禁止法の規定に違反したとして、同法第７条の２第１項（同法同条第２項及び同

法第８条の３において準用する場合を含む。）、同法第７条の９第１項若しくは同法同条第２

項又は同法第 20 条の２から第 20 条の６までの規定による課徴金納付命令を受け、当該納付

命令が確定したとき。

コ 受注者が、前２号の規定による命令を受け、かつ、当該命令に係る行政事件訴訟法（昭和

37 年法律第 139 号）第３条第１項に規定する抗告訴訟（以下「抗告訴訟」という。）を同法

第 14 条に規定する出訴期間（以下「出訴期間」という。）内に提起しなかったとき。

サ 受注者が、コの抗告訴訟を提起した場合において、当該抗告訴訟を取り下げたとき。

シ 受注者が、コの抗告訴訟を提起した場合において、当該抗告訴訟の判決（ク又はケの命令

の全部を取り消すものを除く。）が確定したとき。

ス 本事業に関して、受注者（法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）について刑

法（明治 40 年法律第 45 号）第 96 条の６又は同法第 198 条の規定、又は独占禁止法第 89 条

第１項若しくは同法第 95 条第１項第１号による刑が確定したとき。

（発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第２８条 第 26条各号又は第 27条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるもので

あるときは、発注者は、前２条の規定によるこの契約の解除をすることができない。

（受注者の催告による解除権）

第２９条 受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経

過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、

この限りでない。

（受注者の催告によらない解除権）

第３０条 受注者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、直ちにこの契約を解除することがで

きる。

（１） 第 10 条第１項の規定により発注者が委託業務の内容を変更したため、履行期間の始期か

ら満了の日までのサービス対価の総額が当初の３分の１以上減少したとき。

（２） 第 10 条第１項の規定により、発注者が委託業務の履行を一時中止した場合において、そ

の中止期間が履行期間の３分の１を超えるとき。

２ 前項各号の規定にかかわらず、契約で特別の定めをしたときは、当該契約によるものとする。

（受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限）

第３１条 第 29条又は第 30条第１項各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるもの
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であるときは、受注者は、前２条の規定によるこの契約の解除をすることができない。

（協議解除）

第３２条 発注者は、必要があるときは、受注者と協議の上、合意によりこの契約を解除すること

ができる。

２ 前項の規定によりこの契約が解除された場合において、受注者に損害が生じたときは、発注者

は、受注者に対して損害賠償の責めを負うものとする。

（契約解除の場合の原状回復等）

第３３条 この契約が解除された場合において、検査に合格した履行部分があるときは、発注者は、

当該履行完了部分に対するサービス対価相当額を支払うものとする。

２ 受注者は、この契約が解除された場合において、発注者からの貸与物、支給材料その他の物件

があるときは発注者の指示に従いこれを発注者に返還し、受注者の物件その他発注者が返還を受

けることを要しない物件があるときは発注者と協議して定めた期間内にこれを引き取り、その他

原状回復をするものとする。ただし、原状回復の必要がないときは、この限りでない。

３ 受注者が、正当な理由がなく、前項に規定する物件の返還、引取りその他原状回復をしないと

きは、発注者は、受注者に代わってその物件を処分することができる。この場合において、受注

者は、その処分方法について異議の申立てができず、かつ、これに要した費用を負担しなければ

ならない。

（発注者の損害賠償請求等）

第３４条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の

賠償を請求することができる。

（１） 募集要項等及び提案書に定める各期間内に完了すべき各委託業務の履行を完了すること

ができないとき。

（２） 履行された委託業務に関してこの契約の内容に適合しないものであるとき。

（３） 第 26 条又は第 27 条の規定により、この契約が解除されたとき。

（４） 前三号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不

能であるとき。

２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、サービス対価のうち当該年度に支払う金額の

10 分の１に相当する額を違約金として、発注者は、受注者に請求することができる。

（１） 第 26 条又は第 27 条の規定により委託業務履行の完了前にこの契約が解除されたとき。

（２） 委託業務履行の完了前に、受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰す

べき事由によって受注者の債務について履行不能となったとき。

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみなす。

（１） 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律第 75

号）の規定により選任された破産管財人

（２） 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年法律

第 154 号）の規定により選任された管財人

（３） 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年法律

第 225 号）の規定により選任された再生債務者等
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４ 第２項の規定は、実際に生じた損害額が同項に規定する違約金の額を超える場合において、そ

の超過分につき、受注者に対する損害賠償の請求を妨げるものではない。

５ 第１項第１号の場合において、受注者の履行を認めるときは、発注者は当該履行期限の翌日か

ら履行を終わった日までの日数に応じ、サービス対価のうち当該年度に支払う金額から当該履行

部分に相応する額を控除した額に対してこの契約の締結の日における支払遅延防止法の率を乗

じて得た額を遅延賠償金として徴収するものとする。ただし、特別の理由があると認めるときは、

その全部又は一部を免除することができる。

６ 前項の規定により計算した遅延賠償金の額が 100 円未満であるときは、遅延賠償金を徴収しな

いものとし、その額に 100 円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。

７ 遅延賠償金は、サービス対価、契約保証金その他の支払金から控除する。

８ 延滞日数の計算については、検査その他発注者の都合によって経過した日数はこれを算入しな

い。

９ 第２項の場合（第 27 条第 11 号及び第 12 号の規定により、この契約が解除された場合を除く。）

において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当

該契約保証金又は担保をもって同項の違約金に充当することができる。

（談合その他不正行為による損害賠償の請求）

第３５条 受注者が第 27 条第 12 号クからスまでのいずれかに該当するときは、この契約を解除す

るか否かを問わず、損害賠償金額として、サービス対価のうち当該年度に支払う金額の 10 分の

１に相当する額を発注者の指定する期間内に支払わなければならない。委託業務の履行が完了し

た後においても同様とする。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。

（１） 第 27 条第 12 号クの排除措置命令の対象となる行為が、独占禁止法第２条第９項に基づ

く不公正な取引方法（昭和 57 年公正取引委員会告示第 15 号）第６項に規定する不当廉売

の場合

（２） 第 27 条第 12 号スに該当する場合のうち、契約の相手方について刑法第 198 条の規定に

よる刑が確定した場合

（３） その他発注者が特に認めた場合

２ 前項の場合において、受注者が共同企業体であり、既に解散しているときは、発注者は、共同

企業体の代表者であった者又は構成員であった者に損害賠償金の支払いを請求することができ

る。この場合において受注者の代表者であった者及び構成員であった者は、共同連帯して前項の

額を発注者に支払わなければならない。

３ 第１項の規定は、実際に生じた損害額が同項に規定するサービス対価のうち当該年度に支払う

金額の 10 分の１に相当する額を超える場合において、その超過分につき、受注者に対する損害

賠償の請求を妨げるものではない。

４ 受注者が第１項の損害賠償金を発注者の指定する期間内に支払わないときは、受注者は、当該

期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、当該契約（変更契約を除く。）の締結の

日における支払遅延防止法の率を乗じて得た額（100 円未満の端数があるとき又はその額が 100

円未満であるときは、その端数額又はその全額を切り捨てるものとする。）の遅延利息を発注者

に支払わなければならない。
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（受注者の損害賠償請求等）

第３６条 受注者は、第 29 条又は第 30 条第１項の規定によりこの契約を解除したとき、これによ

って生じた損害の賠償を発注者に対して請求することができる。

（損害のために必要を生じた費用の負担）

第３７条 委託業務の処理に関し、発生した事故に係る損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のた

めに必要を生じた費用は、受注者が負担するものとする。ただし、その損害が発注者の責めに帰

する理由による場合においては、その損害のために必要を生じた費用は、発注者が負担するもの

とする。

（不可抗力による損害）

第３８条 発注者及び受注者は、戦争、暴動、天災（風水害、地震、噴火等）、パンデミック他、通

常の予見可能な範囲外のものであって、発注者及び受注者の双方の責に帰すことができないもの

（ただし、募集要項等で基準を定めたものにあっては、その基準を超えるものに限る。以下「不

可抗力」という。）により、損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を

発注者に通知しなければならない。

２ 発注者は、前項の規定による通知を受けたときは、直ちに調査を行い、同項の損害（受注者が

善良な管理者の注意義務を怠ったことに基づくもの及び第 43 条の規定により付された保険等に

より填補された部分を除く。以下この条において「損害」という。）の状況を確認し、その結果を

受注者に通知しなければならない。

３ 受注者は、前項の規定により損害の状況が確認されたときは、損害による費用の負担を発注者

に請求することができる。

４ 発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担の請求があったときは、当該損

害の額及び当該損害の取片付けに要する費用の額の合計額（以下この条において「損害合計額」

という。）がサービス対価のうち当該年度に支払う金額の 100 分の１相当額に至るまでは受注者

が負担し、これを超える場合は発注者が負担することを基本として協議により定める。

５ 同一年度において数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合における第２次以

降の不可抗力による損害合計額の負担については、第４項中「当該損害の額」とあるのは「損害

の額の累計」と、「当該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付けに要する

費用の額の累計」と、「サービス対価のうち当該年度に支払う金額の 100 分の１相当額」とある

のは「サービス対価のうち当該年度に支払う金額の 100 分の１相当額から既に負担した額を差し

引いた額」と、「損害合計額」とあるのは「損害合計額から既に負担した額を差し引いた額を」と

して同項の規定を適用する。

（業務引継ぎ）

第３９条 受注者は、この契約が履行期間の満了により終了するときは、募集要項等に定める条件

を遵守し、業務の引継ぎを行わなければならない。

（契約終了時の施設の確認）

第４０条 この契約が終了する時は、発注者及び受注者の双方が立会いの上、維持管理対象施設に

ついて不具合等がないことを確認する。
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２ 前項の確認の結果、不具合等が発見された場合は、受注者は、自己の責任と費用により必要な

補修を行わなければならない。ただし、当該不具合等の補修が発注者の実施すべき修繕に該当す

るときは、この限りでない。

（危険負担）

第４１条 発注者及び受注者双方の責めに帰することができない事由によって債務を履行するこ

とができなくなったときは、発注者は、反対給付の履行を拒むことができる。

２ 発注者の責めに帰すべき事由によって債務を履行することができなくなったときは、発注者は、

反対給付の履行を拒むことができない。この場合において、受注者は、自己の債務を免れたこと

によって利益を得たときは、これを発注者に償還しなければならない。

（相殺）

第４２条 発注者は、この契約において、受注者から徴収すべき金額があるときは、その金額と受

注者に支払うべきサービス対価又は返還すべき契約保証金と相殺する。

（保険）

第４３条 受注者は、募集要項等又は提案書に基づき保険を付したとき、又は任意に保険を付して

いるときは、当該保険にかかる証券又はこれに代わるものを直ちに発注者に提示しなければなら

ない。

（秘密の保持）

第４４条 受注者は、委託業務の処理上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

２ 受注者は、成果品を他人に閲覧させ、複写させ、又は讓渡してはならない。ただし、発注者の

承諾を得たときは、この限りでない。

（第三者の権利侵害）

第４５条 受注者は、委託業務の実施にあたり、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本

国の法令に基づき保護される第三者の権利及びその他一切の権利に抵触しないようにするとと

もに、当該権利に抵触し又は抵触するおそれのある場合には、直ちにその旨を発注者に通知し、

受注者の責任と費用負担でその問題を解決するものとする。ただし、当該問題が発注者の責に帰

すべき事由に起因する場合は、この限りでない。

（公租公課）

第４６条 受注者の委託業務の実施に関して生じる公租公課は、全て受注者の負担とし、発注者は、

サービス対価に含まれる消費税及び地方消費税の額を支払うほか、この契約に関連する全ての公

租公課について負担しないものとする。

（裁判管轄）

第４７条 この契約に関する紛争は、鹿児島地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
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（補則）

第４８条 この契約に定めのない事項又はこの契約に関し疑義が生じた場合は、その都度、全当事

者が協議して定めるものとする。
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【別紙資料】
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（別紙１）確認書（時間外単価）

鹿児島市水道局（以下「発注者」という。）と、

（以下「受注者」という。）とは、令和  年  月  日に締結した河頭浄水場（甲系統の浄水

施設）更新事業の維持管理業務委託契約第 21 条の規定に基づき、業務の時間外勤務に係る時間当

たりの単価について下記のとおり合意する。

記

受注者の統括責任者、業務担当者及び従事者が、午後５時 15 分から翌日の午前８時 30 分までに

募集要項等に規定する業務に従事した場合の時間当たりの単価は次表のとおりとする。

時  間  区  分 時間当たりの単価

平日の午後５時 15 分から午後 10 時まで及び午前

５時から午前８時 30 分まで
円

平日の午後 10 時から翌日の午前５時まで 円

土曜日、日曜日、祝日法による休日及び年末年始

の休日の午後５時 15 分から午後 10 時まで及び午

前５時から午前８時 30 分まで

円

土曜日、日曜日、祝日法による休日及び年末年始

の休日の午後 10 時から翌日の午前５時まで
円

令和 年  月  日

発注者  住    所  鹿児島市鴨池新町１番 10 号

      氏    名  鹿児島市

水道事業及び公共下水道事業管理者

              水 道 局 長                印

受注者  住    所

      商号又は名称

      代表者氏名                         印
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（別紙２）サービス対価の支払いについて

１ サービス対価の構成

サービス対価の構成は、次のとおりとする。

費用 該当する業務 項目

保守点検費

・日常保守点検

・自家用電気工作物点検

・予備動力保守点検

・地下燃料タンク点検

・集中監視制御設備保守点検

・計装設備保守点検

・水質分析計保守点検

・炭酸ガス注入設備点検

・活性炭注入設備保守点検

・ろ過池更生

人件費

交換部品・消耗品

その他経費

２ サービス対価の支払い方法

サービス対価の支払い方法は、次のとおりとし、各支払時期において消費税及び地方消費税の額

を加算して支払うものとする。

支払時期 算定方法

毎月払

各支払時期（毎月払）の支払金額

受注者は業務計画書に、各業務の内容及び費用を記載した、サー

ビス対価の月額計算書を添付すること。

発注者は、上記に基づく履行完了を確認したもの及び別紙１に基

づく時間外勤務について、各月の支払額を確定し、受注者へ通知

する。

ただし、1 円未満の端数が生じたときは、各年度の最後の支払月で

調整する。

※整備対象施設が早期完成した場合、完成検査合格日～令和 17 年（2035 年）10 月１日の間の維持

管理費用は局が負担する。なお、この期間の支払額及び支払時期は早期完成の日数に応じて発注

者及び受注者による別途の協議の上決定する。

また、当該費用は、毎年度１回物価変動を考慮し、改定されることがある。改定は、物価変動率

を勘案した業務ごとの改定率を当該年度の各業務の対価に乗じ、翌年度４月分以降の各業務の対価

に反映させる。

３ 各年度におけるサービス対価の支払限度額
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各年度におけるサービス対価の支払限度額は、次表のとおりとする。

年度 支払限度額(円) 年度 支払限度額(円)

令和 17(2035) 令和 26(2044)

令和 18(2036) 令和 27(2045)

令和 19(2037) 令和 28(2046)

令和 20(2038) 令和 29(2047)

令和 21(2039) 令和 30(2048)

令和 22(2040) 令和 31(2049)

令和 23(2041) 令和 32(2050)

令和 24(2042)

令和 25(2043) 計

４ 賃金又は物価の変動の確認

（１） 賃金又は物価の変動については、サービス対価の各項目について、次の式により算定する

改定率（以下「改定率」という。）により確認する。

改定率＝公表されている最新の指数／前回改定時の指数（一度も改定がされていない場合

は、積算基準日の指数）

※ 改定率に小数点以下第４位未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。

※ 提案時の費用の積算の前提となる指標（積算基準日）は令和７年 10 月１日時点のも

のを参照するものとする。

（２） 改定率の算定として用いる指数は、次表に示す指数を参考として発注者と受注者が協議の

上で決定する。また、市場の変動等により、改定率として用いる指数が実態と整合しなくな

った場合には、発注者と受注者が適宜協議を行い変更するものとする。

項目 改定率の算定として用いる指数（参考）

人件費

「毎月勤労統計調査産業別賃金指数／電気・ガス・熱供給・水道

業」（厚生労働省）

・事業所規模 ５名以上

・調査産業計のうち現金給与総額

交換部品・消耗品

「国内企業物価指数」（日本銀行調査統計局）

・基本分類指数：国内企業物価指数／はん用機器・生産用機器・

業務用機器の平均

その他経費、その他上

記に含まれないもの

「消費者物価指数」（総務省統計局）

・第１表－１ 中分類指数（全国）／総合


